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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第67期

第３四半期
連結累計期間

第68期
第３四半期
連結累計期間

第67期

会計期間
自　2020年４月１日
至　2020年12月31日

自　2021年４月１日
至　2021年12月31日

自　2020年４月１日
至　2021年３月31日

売上高 (千円) 54,062,561 53,317,816 77,428,866

経常利益 (千円) 2,296,705 2,549,869 3,933,487

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 1,211,081 1,612,840 2,380,023

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,645,713 1,566,857 2,961,239

純資産額 (千円) 27,351,165 29,726,329 28,666,691

総資産額 (千円) 48,834,208 50,875,506 52,494,610

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 143.02 190.48 281.07

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 52.38 54.76 51.07
 

　

回次
第67期

第３四半期
連結会計期間

第68期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2020年10月１日
至　2020年12月31日

自　2021年10月１日
至　2021年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 38.27 63.95
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

 なお、主要な関係会社の異動は以下のとおりであります。

 
（施工）

　当社は、2021年９月30日付で、株式会社コアミ計測機の全株式を取得したことにより、新たに連結子会社といたし

ました。

 
　この結果、当社グループは、当社、連結子会社７社、関連会社１社により構成されることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

①　財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症ワクチン接種の進展に伴う感染

規模の縮小化と2021年９月末の緊急事態宣言解除を受けて、一時は経済活動に回復傾向が見られたものの、オミ

クロン株の急速な感染拡大により、再び先行き不透明な状況となっております。さらに、世界的な半導体及び資

材等の供給不足や感染再拡大による減産、納期遅延や調達価格の上昇など、サプライチェーンに依然として深刻

な影響が及んでおります。

このような環境の下、当社グループは、首都圏エリア（千葉県千葉市）への出店や、Ｍ＆Ａによる子会社取得

等拡大戦略を積極的に進めてまいりました。また、物流体制の見直しや仕入部門の強化等によるコスト管理の徹

底により利益率向上に努めてまいりました。

当第３四半期連結累計期間における連結成績につきましては、売上高533億17百万円(前年同四半期比1.4％

減)、経常利益25億49百万円(前年同四半期比11.0％増)、親会社株主に帰属する四半期純利益は、16億12百万円

(前年同四半期比33.2％増)となりました。なお、「収益認識に関する会計基準（企業会計基準第29号　2020年3月

31日。以下「収益認識会計基準」という。）等の適用により、当第３四半期連結累計期間の売上高は45百万円減

少し、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ５百万円減少しております。

セグメント別の業績は、次のとおりであります。なお、セグメント別の収益認識会計基準等の適用が与える影

響の詳細については、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項　（セグメント情報等）　セグ

メント情報　３.報告セグメントの変更等に関する事項」をご参照ください。

(電設資材)

空調設備・電線及び一般電設資材の販売が順調であったことや埼玉エリアが堅調に推移し、前期を上回る売上

高となりました。

この結果、売上高は220億88百万円(前年同四半期比1.8％増)となりました。

(産業システム)

医療機器・半導体・電気機器関連企業を中心に主力製品の販売や設備更新需要が堅調に推移し、前期を上回る

売上高となりました。

この結果、売上高は85億29百万円(前年同四半期比15.7％増)となりました。

(施工)

建設資材は、東北エリアは堅調に推移しましたが、本社・茨城エリアが受注・販売ともに低調な推移となり、

前期を下回る売上高となりました。建設システムは、建設工事においては首都圏・中部エリアは堅調に推移しま

したが、本社が低調な受注推移となり、前期を下回る売上高となりました。太陽光発電設備工事においても計画

は上回る推移となりましたが大型案件がなく前期を下回る売上高となりました。設備システムは、東北エリアは

堅調に推移しましたが、本社においては大型案件がなく前期を下回る売上高となりました。情報ソリューション

は、文教関係への電子黒板等の売上が寄与し、前期を上回る売上高となりました。コンクリート圧送工事は計画

通りの推移となりましたが大型案件がなく前期を下回る売上高となりました。路面切削工事は、受注が順調に推

移し、前期を上回る売上高となりました。

この結果、売上高は172億26百万円(前年同四半期比13.1％減)となりました。

(土木建設機械)

土木建設機械は、災害復旧関連での建設機械稼働の高まり等により新車販売が好調に推移し、前期を上回る売

上高となりました。

この結果、売上高は49億42百万円(前年同四半期比2.5％増)となりました。

(再生可能エネルギー発電)

栃木県内４ヶ所のメガソーラー発電施設、栃木県屋根貸し事業所の発電施設及び支店・営業所の発電施設の発

電量は前期並みで推移しましたが、前第３四半期に合同会社帯広ソーラーパークを新規連結したことから、売上

高は５億31百万円(前年同四半期比47.6％増)となりました。
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財政状態の状況は、次のとおりであります。

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ16億19百万円減少し、508億75百万円となり

ました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べ16億40百万円減少し、369億60百万円となりました。これは、受取手形、

売掛金及び契約資産が減少したことが主な要因であります。固定資産は、前連結会計年度末に比べ20百万円増加

し、139億14百万円となりました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ28億96百万円減少し、187億41百万円となりました。これは、支払手形及

び買掛金が減少したことが主な要因であります。固定負債は、前連結会計年度末に比べ２億17百万円増加し、24

億７百万円となりました。なお、純資産は、前連結会計年度末に比べ10億59百万円増加し、297億26百万円となり

ました。

 
②　優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重

要な変更はありません。

 
③　研究開発活動

該当事項はありません。

 
(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

当社グループは、AIやIoT、超高速通信技術により実現される「効率的でスマートな社会のインフラを支える」を

キーワードとした事業の創出、既存事業の延長線上にある潜在的な「ストック型のビジネスの拡大強化」を重点戦

略とし、また「首都圏エリアにおけるシェア拡大」「財務力・信用力を活かしたM＆Aの推進」を成長戦略とし、こ

れらを事業戦略の両輪として、セグメント間の連携強化とそれらに対応できる人材育成を行い中長期における連結

売上高1,000億円、連結経常利益率４％超を目標として事業を展開しております。

当社グループの当第３四半期連結累計期間の経営成績は、連結売上高533億17百万円(前年同四半期比1.4％減)、

連結営業利益21億24百万円(前年同四半期比11.2％増)、連結経常利益25億49百万円(前年同四半期比11.0％増)とな

りました。特別損益項目につきましては、特別利益１億45百万円（固定資産売却益93百万円、負ののれん発生益51

百万円）、特別損失51百万円（投資有価証券評価損49百万円、減損損失２百万円）を計上しております。親会社株

主に帰属する四半期純利益は16億12百万円(前年同四半期比33.2％増)となりました。

セグメントごとの財政状態、経営成績に関する認識及び分析・検討内容は、「(1) 経営成績等の状況の概要　

①　財政状態及び経営成績の状況」に記載のとおりであります。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2021年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,010,000 10,010,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数　　　100株

計 10,010,000 10,010,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年10月１日～
2021年12月31日

－ 10,010,000 － 1,883,650 － 2,065,090
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(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 
(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2021年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,542,300
 

－
権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,465,800
 

84,658 同上

単元未満株式 普通株式 1,900
 

－ 同上

発行済株式総数 10,010,000 － －

総株主の議決権 － 84,658 －
 

(注) １．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式38株が含まれております。

２. 当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(2021年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

　

② 【自己株式等】

  2021年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

(自己保有株式)
藤井産業株式会社

栃木県宇都宮市
平出工業団地41－３

1,542,300 － 1,542,300 15.40

計 － 1,542,300 － 1,542,300 15.40

 

(注) 当第３四半期会計期間末日現在の「自己株式等」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2021年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 
２ 【役員の状況】

　 該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2021年10月１日から2021年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 14,076,075 15,196,031

  受取手形及び売掛金 21,878,746 －

  受取手形、売掛金及び契約資産 － ※  17,570,793

  商品 1,607,077 2,822,498

  未成工事支出金 792,485 1,202,972

  原材料及び貯蔵品 6,896 5,202

  その他 334,277 243,801

  貸倒引当金 △94,786 △80,569

  流動資産合計 38,600,771 36,960,729

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 2,705,281 2,651,933

   機械装置及び運搬具（純額） 2,895,136 2,840,977

   土地 2,970,828 3,183,816

   その他（純額） 375,099 422,246

   有形固定資産合計 8,946,345 9,098,973

  無形固定資産   

   のれん 229,002 192,844

   その他 164,207 140,594

   無形固定資産合計 393,209 333,438

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2,990,042 2,808,653

   その他 1,662,293 1,820,071

   貸倒引当金 △98,051 △146,359

   投資その他の資産合計 4,554,284 4,482,364

  固定資産合計 13,893,839 13,914,776

 資産合計 52,494,610 50,875,506
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 16,342,945 ※  15,010,818

  短期借入金 1,300,000 1,300,000

  未払法人税等 745,382 280,656

  賞与引当金 978,390 396,098

  役員賞与引当金 126,000 73,450

  工事損失引当金 － 41,094

  その他 2,145,539 1,639,766

  流動負債合計 21,638,256 18,741,884

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 226,577 220,211

  退職給付に係る負債 1,051,148 1,091,307

  その他 911,937 1,095,773

  固定負債合計 2,189,662 2,407,291

 負債合計 23,827,919 21,149,176

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,883,650 1,883,650

  資本剰余金 2,065,090 2,075,687

  利益剰余金 23,184,714 24,324,632

  自己株式 △948,480 △953,374

  株主資本合計 26,184,974 27,330,595

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 656,943 555,989

  退職給付に係る調整累計額 △31,600 △25,962

  その他の包括利益累計額合計 625,342 530,026

 非支配株主持分 1,856,374 1,865,708

 純資産合計 28,666,691 29,726,329

負債純資産合計 52,494,610 50,875,506
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

売上高 54,062,561 53,317,816

売上原価 45,713,577 44,776,592

売上総利益 8,348,984 8,541,223

販売費及び一般管理費 6,439,109 6,417,196

営業利益 1,909,874 2,124,027

営業外収益   

 受取利息 2,795 2,783

 受取配当金 52,925 58,435

 仕入割引 173,659 173,841

 受取賃貸料 34,595 35,187

 持分法による投資利益 15,612 24,583

 貸倒引当金戻入額 33,802 20,834

 その他 117,313 142,996

 営業外収益合計 430,704 458,663

営業外費用   

 支払利息 5,384 12,582

 売上割引 9,878 －

 賃貸費用 11,791 11,809

 その他 16,818 8,429

 営業外費用合計 43,873 32,821

経常利益 2,296,705 2,549,869

特別利益   

 固定資産売却益 － 93,197

 投資有価証券売却益 45,141 －

 負ののれん発生益 － 51,962

 特別利益合計 45,141 145,160

特別損失   

 匿名組合解約損 123,924 －

 投資有価証券評価損 58,590 49,410

 減損損失 － 2,012

 特別損失合計 182,514 51,422

税金等調整前四半期純利益 2,159,332 2,643,607

法人税等 849,965 924,363

四半期純利益 1,309,366 1,719,244

非支配株主に帰属する四半期純利益 98,284 106,403

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,211,081 1,612,840
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益 1,309,366 1,719,244

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 323,394 △160,188

 退職給付に係る調整額 △56 5,637

 持分法適用会社に対する持分相当額 13,008 2,164

 その他の包括利益合計 336,347 △152,386

四半期包括利益 1,645,713 1,566,857

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,465,838 1,517,524

 非支配株主に係る四半期包括利益 179,875 49,333
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

連結の範囲の重要な変更

第２四半期連結会計期間より、株式会社コアミ計測機を子会社としたため、新たに連結の範囲に含めておりま

す。

 
(会計方針の変更等)

 (収益認識に関する会計基準等の適用)

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これによ

り、工事契約に関して、従来は、工事の進捗部分について成果の確実性が認められる場合には、工事進行基準に

よっておりましたが、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、財又はサー

ビスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しておりま

す。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原

価の合計に占める割合に基づいて行っております。また、契約の初期段階において、履行義務の充足に係る進捗

度を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて

収益を認識しています。なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの

期間がごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行

義務を充足した時点で収益を認識しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、

収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに

従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認

識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約

変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は45,437千円減少し、売上原価は30,520千円減少し、営業外費

用は9,839千円減少し、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ5,077千円減少しております。また、

利益剰余金の当期首残高は3,337千円増加しております。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示す

ることとしました。なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度につい

て新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計

基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧

客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 
（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与え

る影響はありません。
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(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してお

ります。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法

定実効税率を使用する方法によっております。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※　四半期連結会計期間末日満期手形

当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日でありますが、期末日満期手形については満期日に決済が行われ

たものとして処理しております。なお、債務引受一括決済取引により当社グループに対する債権者より株式会社足

利銀行に譲渡された債権(当社グループの買掛金)についても、期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。これにより、当四半期連結会計期間末残高から除かれている金額は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

受取手形及び売掛金 －千円 323,331千円

支払手形及び買掛金 － 18,449 
 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

　

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

減価償却費 356,543千円 502,916千円

のれんの償却額 85,031 36,158 
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年12月31日)

配当に関する事項

　　配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月25日
定時株主総会

普通株式 296,371 35 2020年３月31日 2020年６月26日 利益剰余金

2020年11月13日
取締役会

普通株式 127,015 15 2020年９月30日 2020年11月30日 利益剰余金
 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

１．配当に関する事項

　　配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月25日
定時株主総会

普通株式 338,708 40 2021年３月31日 2021年６月28日 利益剰余金

2021年11月12日
取締役会

普通株式 127,014 15 2021年９月30日 2021年11月30日 利益剰余金
 

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2021年８月11日開催の取締役会決議に基づき、2021年９月24日付で当社が保有するタロトデンキ株

式会社の株式の一部を譲渡いたしました。この結果、当第３四半期連結累計期間において資本剰余金が10,597

千円増加しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント

電設資材 産業システム 施工 土木建設機械
再生可能エネ
ルギー発電

合計

売上高       

外部顧客への売上高 21,689,195 7,373,560 19,817,095 4,822,723 359,986 54,062,561

セグメント間の内部売上高
又は振替高

15,817 6,532 536,739 1,807 － 560,897

計 21,705,012 7,380,092 20,353,835 4,824,531 359,986 54,623,459

セグメント利益 234,978 375,358 1,255,459 341,711 133,926 2,341,433
 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 2,341,433

持分法による投資利益 15,612

配賦不能全社損益(注) △63,531

その他の調整額 3,190

四半期連結損益計算書の経常利益 2,296,705
 

(注) 配賦不能全社損益は、主に報告セグメントに帰属しない当社本部・管理部門の一般管理費及び営業外損益であ

ります。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント

電設資材 産業システム 施工 土木建設機械
再生可能エネ
ルギー発電

合計

売上高       

北関東エリア 16,054,557 6,474,521 9,187,376 4,942,291 367,009 37,025,756

首都圏エリア 5,532,211 1,727,554 3,377,644 － － 10,637,410

東北エリア 501,949 327,149 2,428,239 － － 3,257,339

その他 － － 2,233,112 － 164,198 2,397,310

顧客との契約から生じる収
益

22,088,718 8,529,225 17,226,373 4,942,291 531,207 53,317,816

外部顧客への売上高 22,088,718 8,529,225 17,226,373 4,942,291 531,207 53,317,816

セグメント間の内部売上高
又は振替高

23,837 622 24,319 3,853 － 52,632

計 22,112,556 8,529,847 17,250,693 4,946,145 531,207 53,370,449

セグメント利益 538,759 438,369 937,337 379,587 235,045 2,529,099
 

(注)１　北関東エリアは、茨城県、栃木県、群馬県における売上高であります。

　　２　首都圏エリアは、埼玉県、東京都、千葉県における売上高であります。

　　３　東北エリアは、宮城県、福島県における売上高であります。

　　４　その他は、上記エリア以外における売上高であります。

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 2,529,099

持分法による投資利益 24,583

配賦不能全社損益(注) 18,140

その他の調整額 △21,954

四半期連結損益計算書の経常利益 2,549,869
 

(注) 配賦不能全社損益は、主に報告セグメントに帰属しない当社本部・管理部門の一般管理費及び営業外損益であ

ります。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に

関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の「電設資材」の売上高は9,229千円減少し、

「産業システム」の売上高は32,716千円減少、セグメント利益は5,077千円減少し、「施工」の売上高は3,490千円

減少しております。
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４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　「施工」セグメントにおいて、㈱日本切削工業の事務所移転に伴う、固定資産の減損損失を計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間において、2,012千円であります。

 
（重要な負ののれん発生益）

　2021年９月30日付で株式会社コアミ計測機の全株式を取得し連結子会社といたしました。これに伴い、「施工」

セグメントにおいて、51,962千円の負ののれん発生益を計上しております。

 
(収益認識関係)

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年12月31日)

１株当たり四半期純利益 143円02銭 190円48銭

　(算定上の基礎)   

　親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 1,211,081 1,612,840

　普通株主に帰属しない金額(千円) － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する
　四半期純利益(千円)

1,211,081 1,612,840

　普通株式の期中平均株式数(千株) 8,467 8,467
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

2021年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ) 配当金の総額………………………………………127,014千円

(ロ) １株当たりの金額…………………………………15円00銭

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2021年11月30日

(注)　2021年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。

 

EDINET提出書類

藤井産業株式会社(E02747)

四半期報告書

18/21



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 
   2022年２月14日

藤 井 産 業 株 式 会 社    
 

 取 締 役 会　 　御　中   
 

 
 有限責任監査法人トーマツ 
 

 　さ い た ま 事 務 所 
 

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員 公認会計士 　　小松　　聡  
 

　

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員 公認会計士 　　酒井　博康  
 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている藤井産業株式会

社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、藤井産業株式会社及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ

ビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期

連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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